
カーボンニュートラル行動計画WG



ワーキンググループ体制（カーボンニュートラル行動計画）

日薬連カーボンニュートラル行動計画WG（CN-WG）
（17社、2024年5月）

年5回WG会議を開催（4月、5月、7月、8月、11月）

日薬連

環境委員会

製薬協
8社

OTC薬協
2社

GE薬協
3社

日漢協
2社

経団連、厚労省報告

調査協力団体
・受託協
・外用協
・ワクチン協
・直販協

輸液協
2社
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・ 医薬品業界における2050年カーボンニュートラル実現に向けた行動計画の策定・実行

・ 目標に対する進捗状況の調査・報告
 一般社団法人 日本経済団体連合会（経団連）カーボンニュートラル行動計画フォ
ローアップ（FU）調査（FU調査に協力し、報告書の提出、報告会への参加）

 厚生労働省（厚労省）低炭素社会実行計画フォローアップ（FU）会議
 （FU会議において、目標設定/進捗状況を報告し、審議委員からの評価を受ける）

• 環境セミナー等を通じた医薬品業界の環境課題への取り組み状況、事例紹介、情報等の
共有
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ワーキンググループ主な活動（CN）



経団連 カーボンニュートラル行動計画FU調査

• 経団連は、京都議定書の合意（1997 年 12 月）に先駆けて、1997 年６月に「経団連環境自主
行動計画」を策定して以来、温室効果ガス削減に向けて、毎年度PDCA サイクルを回し、各業種・企業
における主体的かつ積極的な取組みを推進している。

• 日薬連は、第１回経団連環境自主行動計画フォローアップ（1998年12月に結果報告）から、現在
まで調査に協力している。

• 経団連は、2020年12月には「2050年カーボンニュートラル（Society 5.0 with Carbon 
Neutral）実現に向けて －経済界の決意とアクション－」 を公表

https://www.keidanren.or.jp/policy/2020/123.html
• 経団連は、2022年５月に提言「グリーントランスフォーメーション（GX）に向けて」を取りまとめ、政府に
対し、国家のグランドデザインとなる「GX政策パッケージ」を早急に示すことを求めた。政府は、2022年７
月に内閣総理大臣を議長とする「GX 実行会議」を設置した。

https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/043.html
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経団連 カーボンニュートラル行動計画FU調査
第１回経団連環境自主行動計画フォローアップ（1998年12月15日）
 https://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/pol216/index.html

～ ～ ～ ～
【経団連】低炭素社会実行計画 2020年度フォローアップ結果（2021年3月31日）
＜2019年度実績＞［確定版］ https://www.keidanren.or.jp/policy/2021/007.html
【経団連】カーボンニュートラル行動計画 2021年度フォローアップ結果（2022年3月30日）
＜2020年度実績＞［確定版］ https://www.keidanren.or.jp/policy/2021/102.html
【経団連】カーボンニュートラル行動計画 2022年度フォローアップ結果（2023年3月31日）
＜2021年度実績＞［確定版］ https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/095.html
【経団連】カーボンニュートラル行動計画 2023年度フォローアップ結果（2024年4月2日）
＜2022年度実績＞［確定版］ https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/072.html
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厚労省低炭素社会実行計画FU会議

• 地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、政府は地球温暖化対策計画
（平成28年５月13日閣議決定）を策定した。

• これを踏まえて、厚労省では、所管業種団体である「日本生活協同組合連合会」、「日本製
薬団体連合会」及び「私立病院団体」の低炭素社会実行計画の取組の評価等を行っている。

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-roudouseisaku_516282.html
第１回 2018年3月28日（平成30年3月28日）
第２回 2019年3月14日（平成31年3月14日）
第３回 2021年7月14日（令和3年7月14日）
第４回 2022年7月13日（令和4年7月13日）
第５回 2023年7月10日（令和5年7月10日）
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団体別調査協力企業数

製薬協 GE薬
協

OTC薬
協 日漢協 輸液協 受託協 外用協 ワクチン

協 直販協

2023年 54 21 26 14 10 3 12 10 10

団体に重複して加盟されている企業様がおられます

すでに多くの企業様の協力を得ており、今後も増加を目指しています。
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